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訪問看護の質向上に向けた評価指標の標準化のための研究 

訪問看護事業所のサービス提供実態のアウトカムに関する分析（研究 2） 
 

研究代表者 山名隼人 自治医科大学 データサイエンスセンター 講師 
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研究協力者 江南沙里菜 東京大学大学院医学系研究科 大学院生 

A. 研究目的・背景 
高齢者を地域で支える地域包括ケアシステム

の構築が進められている。入院中心の医療から
在宅でのケアへの移行が進む中で、訪問看護の
重要性は今後ますます高まると考えられる。質
の高い訪問看護を提供するために、エビデンス
に基づき訪問看護のケアの質を定量的に評価す
る評価指標の開発が求められる。 

詳細な評価指標を作る上では、事業所等を対
象として直接の調査を実施することが重要であ
る。一方で、このような一次的な調査の場合に
は、調査数が限られることや、参加事業所の偏
り、報告者の影響などの課題も挙げられる。近
年ではレセプトデータをはじめとした日常診療
で得られる情報を二次的に研究に利活用する、
いわゆるリアルワールドデータ(RWD)研究も普

及している。訪問看護に関する評価指標の開発
にもレセプトデータ等を活用することが有用と
考えられ、特に地域全体を対象としたデータを
複数用いることで、地域内分布や地域間差を分
析することが可能と考えられる。 

我々は Diagnosis Procedure Combination デー
タや医療レセプトデータなど、様々な RWD を
用いた研究を実践してきた 1–6。特に、自治医科
大学では１県全体の国民健康保険および後期高
齢者医療制度の医療レセプトデータならびに介
護レセプトデータをデータベース化しており、
訪問看護の評価指標を検討することにも有用と
考えられる。一方、既存のデータベースの限界
として、①１県のみのデータであり地域間の差
の分析に限界がある、②事業所の設備・人員や
所在地などの情報はレセプトからは得られな

研究要旨 
訪問看護の質を定量化するためには、一次的な調査に加えて、レセプトデータベース等を二次的に

活用して評価指標を作成することも有用と考えられる。しかし既存のデータベースでは限界も多く、
データの特性を踏まえた評価指標の実現可能性についての吟味も十分ではない。そこで本研究では、
まず県レベルの医療および介護のレセプトデータに事業所の情報を突合し、分析用のデータベースを
構築した。同時に、研究１で実施されている評価指標の精査の経過を踏まえ、候補指標に関してレセ
プトデータによる分析の可能性を検討した。更に、試験的な評価指標として訪問看護事業所別の褥瘡
の有病率を分析することとし、算出ロジックを定めて 1 県のデータで抽出と集計を行った。今後は構
築したデータベースを活用し、訪問看護の質向上に資する評価指標の検討を更に進める予定である。 
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い、③医療保険による訪問看護のデータは過去
には電子化されていなかったため含まれていな
い、といった点が挙げられる。更に、レセプト
データを用いてどのような評価指標が実現でき
るか、データ構造や限界を踏まえた吟味もなさ
れていない。 

本研究の目的は、データベースの二次分析に
より訪問看護事業所のサービス提供実態のアウ
トカムを明らかにすることである。令和７年度
は、既存のデータベースにデータを追加し分析
用データベースを構築するとともに、研究１
（文献レビューによる既存評価指標の精査）の
経過と並行してレセプトデータによる評価指標
の分析可能性を検討した上で、試験的に指標の
算出を実施した。 
 
B. 研究方法 
本研究は３つに分けて実施した（図 1）。 
１．分析用データベースの構築 
 県および市町等との調整を行い、国民健康保
険および後期高齢者医療制度のレセプトデー
タ、KDB（国保データベース）データならびに
介護レセプトデータの取得を進めた。既存の県
（A 県）はデータの年度を更新し、新たに B 県
で調整を行った。また A 県については医療保険
による訪問看護のデータも検討した。 
 また、介護事業所等に関する情報を別途入手
することとした。地域における医療資源の状況
を把握する目的で、訪問看護事業所に限定せず
A 県および B 県に存在する様々な種類の機関
（表 1）のデータを入手した。 
 
２．質指標候補のレセプトの抽出可能性の検討 
 研究 1 の途中段階で得られた 284 件の評価指
標の候補に関して、レセプトデータからの抽出
と計算の実現可能性を検討した。２名の研究者
（研究者 1：データベース研究の専門家、研究者
2：看護研究の専門家）がそれぞれ検討を行い、
「可能性あり」「要検討」「困難」で分類し

た。またレセプトデータからの抽出にあたって
改変が必要な定義等について検討した。 
 
３．選定された質指標のデータベースからの抽
出と単純集計 
 褥瘡発生とその経過は、看護実践の質を反映
する指標、いわゆる Nurse-Sensitive Outcome と
して広く認知されていることから、試験的な評
価指標の算出として、事業所別の褥瘡の有病割
合を分析した。A 県のデータを用いて、国民健
康保険または後期高齢者医療制度の被保険者の
うち 2020～2022 年度に介護保険の訪問看護（サ
ービス種類コード：13）を受けた利用者の情報
を抽出した。医療保険と介護保険のデータが連
結できない対象者を除外した上で、県内の訪問
看護事業所でサービスを受けた利用者のデータ
を対象とし、各利用者の各月のデータを基に分
析した。医療保険の傷病名から同月中の褥瘡の
傷病名（ICD-10 コード：L89、疑い病名は除
く）を抽出した上で、以下のロジックで評価指
標を算出した。 
・分析の単位：事業所、年度 
・分母：１年間に各事業所で介護保険の訪問看
護を実施した人月の合計 
・分子：分母のうち、医療保険で褥瘡の病名が
記録された人月の合計 
・除外：分母<120 人月 

 
４．倫理的配慮 
 本研究は自治医科大学附属病院医学系倫理審
査委員会の意見を聴き（臨第 25-106）、機関に
よる実施許可を得て行った。既存の匿名加工情
報のみを用いることから、人を対象とする生命
科学・ 医学系研究に関する倫理指針の適応外と
判断された。 
C. 研究結果 
１．分析用データベースの構築 

A県については、県内全市町から取得済みであ
った2019～2023年の各種レセプトデータを拡張
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して2015～2025年のデータを取得し、医療保険
の訪問看護レセプトデータも入手した。B県につ
いても、2018～2025年のデータ取得を完了し
た。 

介護事業所等の情報については、A県は2018～
2022年、B県は2018～2025年等のデータを入手
した。A県およびB県における2018～2022年の介
護事業所数の推移を種類ごとに図2に示す。施設
数の推移は、県と提供するサービスの種類によ
って異なることが明らかとなった。 
 
２．質指標候補のレセプトの抽出可能性の検討 
 研究者２名による 284 件の評価指標の検討結
果を表 2 に示す。合計 116 件の指標が少なくと
も 1 名の研究者により「可能性あり」と判定さ
れた。重複を除いた 69 件の評価指標を表 3 に示
す。また評価指標をレセプトデータから算出す
るにあたっては、適切なデータが存在するか、
またどのように変数を定義するか、といった課
題が挙げられた。 
 
３．選定された質指標のデータベースからの抽
出と単純集計 
 A 県国民健康保険または後期高齢者医療制度
の被保険者のうち、3 年間に介護保険の訪問看護
を受けた 16,960 人が選択された。除外基準を適
用した結果、2020 年度は 86 事業所、2021 年度
は 87 事業所、2022 年は 84 事業所がそれぞれ分
析対象となった。年度ごとの人月の合計値、事
業所規模と褥瘡の有病割合は表 4 に示すとおり
であり、図 3 は褥瘡の有病割合を順に並べたも
のであり、一定程度のばらつきが認められた。 
 
D. 考察 
 本研究では、データベースの二次分析により
訪問看護事業所のサービス提供実態のアウトカ
ムを明らかにするため、レセプトデータベース
を基に分析用データベースを構築するととも
に、284 件の評価指標の候補に関して分析可能性

検討した上で、試験的な評価指標として褥瘡を 
選択し、事業所別の褥瘡の有病割合を分析した 
。褥瘡発生とその経過は、看護実践の質を反映 
する指標、いわゆる Nurse-Sensitive Outcome と 
して広く認知されている。 
 既存のデータベースを拡張して複数県のレセ
プトデータを入手することにより、地域間差の
分析が可能になった。また事業所の情報を追加
することにより、事業所規模などレセプトデー
タからは得られない情報を補うことが可能とな
った。2 県の介護事業所数を集計した予備的検討
からも、2 県の医療資源の傾向が異なることが明
らかである。更に、1 県では新たに医療保険によ
る訪問看護のデータを入手した。次年度はこれ
らのデータを複合的に用いることで、訪問看護
の質向上に向けて評価指標の検討を進める予定
である。 
 評価指標の分析可能性の検討では、候補とな
る指標のうち一定程度について、レセプトデー
タから分析できる可能性が示唆された。また１
つの指標（事業所別の褥瘡の有病割合）につい
ては、医療レセプトと介護レセプトの連結デー
タベースを活用して試験的にロジックの設定と
指標の算出を行った。なお本研究の限界とし
て、①現段階では研究 1 の検討途中のリストを
基に検討を行った点、②評価指標の分析可能性
や算出方法が詳細・系統的にはできていない
点、③他のデータベースでの実現可能性は検討
できていない点、が挙げられる。特に、利用者
のもつ基礎疾患等の背景の調整ができていない
ことには注意が必要であるが、医療と介護の連
結データベースを用いることで更なる詳細な分
析が可能である。今後は研究 1 の成果も踏ま
え、データベースの二次分析により算出可能な
評価指標の検討を進める予定である。 
E. 結論 

訪問看護の質を定量化するため、データベー
スの構築と指標の検討を行った。今後は追加し
たデータも活用して更なる検討を進めること
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で、評価指標の標準化と訪問看護の質向上にデ
ータベースの二次利用から貢献する。 
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図表 
表 1. 入手・活用した事業所等のデータに含まれ
る機関の種類 
種別 機関の種類または提供サービス 

医科 病院、診療所 

歯科 歯科診療所 

薬局 保険薬局 

介護 

訪問サービス、通所サービス、福祉用

具サービス、居宅介護支援サービス、

居宅系サービス、施設系サービス、サ

ービス付き高齢者住宅、住宅型有料老

人ホーム 

 
 
表2. 研究者2名による、訪問看護の質評価指標の
候補（N=284）に関する分析可能性の検討 

研究者 1 

研究者 2 

可能性

あり 

要検討 困難 

可能性あり 43 1 53 

要検討 10 1 17 

困難 9 1 149 
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表 3. レセプトデータから抽出可能と考えられた訪問看護の評価指標の候補 
番号 評価指標 

1 人口に占める利用者の割合 

2 訪問頻度 

3 業務効率指数 

4 利用可能日から 5 日以内の初回看護訪問 

5 30 分以上の訪問介護 

6 24 時間サービスの提供 

7 管理栄養士への相談 

8 死亡者数 

9 退院後の予定外の再入院 

10 退院後の予定外の救急外来受診 

11 予定外の救急外来受診と死亡 

12 特定の疾患について退院後のフォローアップ受診 

13 精神科入院後の受診 

14 ADL の改善 

15 ADL の低下 

16 IADL の改善 

17 IADL の低下 

18 在宅における移動機能の障害 

19 移動および歩行の自立度の維持・改善 

20 移乗および移動の悪化または依存状態維持 

21 体重減少 

22 便秘の有病率 

23 膀胱失禁の有病率 

24 膀胱機能の改善 

25 膀胱機能の低下 

26 膀胱失禁の発症または膀胱機能の非改善 

27 褥瘡の有病率 

28 褥瘡・潰瘍の有病率 

29 多剤併用 

30 7 日を超えて処方された抗生物質 

31 長時間作用型ベンゾジアゼピン系、強い抗コリン作用薬またはトラマドールの使用 

32 向精神薬の使用 

33 向精神薬の多剤併用 

34 抗うつ剤の使用 

35 抗精神病薬の使用 

36 抗精神病薬の使用（認知症あり） 

37 抗精神病薬の使用（認知症なし） 

38 低リスクの抗精神病薬使用 

39 高リスクの抗精神病薬使用 

40 抗精神病薬の適応外使用 

41 認知機能 

42 認知機能の改善 

43 認知機能の低下 

44 進行期認知症に対する嚥下機能と体位の評価 

45 コミュニケーション機能の改善 

46 コミュニケーション機能の低下 

47 コミュニケーション機能の低下または非改善 

48 気分の改善 

49 気分の低下 
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表 3（続）. レセプトデータから抽出可能と考えられた訪問看護の評価指標の候補 
番号 評価指標 

50 抑うつ気分 

51 孤独・苦悩 

52 転倒 

53 外傷  

54 傷害（骨折、2 度または 3 度の熱傷、原因不明の傷害） 

55 骨折 

56 大腿骨頸部骨折 

57 疼痛の有無 

58 コントロールされていない疼痛 

59 痛みの改善 

60 慢性オピオイド使用 

61 慢性オピオイド使用（認知症あり） 

62 慢性オピオイド使用（認知症なし） 

63 死亡場所別の割合 

64 死亡前のかかりつけ医との接触 

65 看取り前に受けた在宅ケア 

66 看取り前の訪問診療・医療の頻度 

67 ホスピスに入院しなかった割合 

68 在宅緩和ケアにより最期まで自宅で過ごすことができる 

69 在宅緩和ケアにより入院を減らす 

 
 
表4. 年度ごとの訪問看護事業者別の褥瘡の有病割合（A県） 

年度 事業所数 
年間の人月

合計 

事業所規模(人月)、 

中央値 [四分位範囲] 

褥瘡の有病割合(%)、 

中央値 [四分位範囲] 

2020 86 51,204 498 [294, 792] 2.1 [1.0, 3.8] 

2021 87 54,404 508 [283, 831] 1.9 [0.9, 4.0] 

2022 84 54,783 543 [291, 914] 2.3 [0.8, 3.9] 

 

 

 
図 1. 研究２の全体像 
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A. 訪問サービス      B. 通所サービス 

   
C. 福祉用具サービス     D. 居宅介護支援サービス 

  
E. 居宅系サービス     F. 施設サービス 

  
G. サービス付き高齢者向け住宅    H. 住宅型有料老人ホーム  

図 2. 2 県の提供サービス別の介護事業所数 

0

100

200

300

400

500

600

700

2018 2019 2020 2021 2022

事
業
所
数

年度

A県

B県

0

200

400

600

800

1000

2018 2019 2020 2021 2022

事
業
所
数

年度

A県

B県

0

50

100

150

2018 2019 2020 2021 2022

事
業
所
数

年度

A県

B県

0

200

400

600

800

2018 2019 2020 2021 2022

事
業
所
数

年度

A県

B県

270

280

290

300

310

320

2018 2019 2020 2021 2022

事
業
所
数

年度

A県

B県

0

100

200

300

400

500

2018 2019 2020 2021 2022

事
業
所
数

年度

A県

B県

0

50

100

150

200

2018 2019 2020 2021 2022

事
業
所
数

年度

A県

B県

0

50

100

150

200

250

300

2018 2019 2020 2021 2022

事
業
所
数

年度

A県

B県



別添４ 

38  

 

 

 
図 3. 年度ごとの訪問看護事業者別の褥瘡の有病割合（A 県） 
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